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グリッドシステム天井の鋼製下地材を対象とした引張実験 
 

構造－集客施設の天井・非構造材 正会員 ○ 李 ミンフェイ
＊１

   正会員 佐藤 大樹
＊２

  

  〃   元結 正次郎
＊３

    

非構造部材 グリッドシステム天井 引張実験 

 
1. はじめに 

非構造要素とは , 仕上げ材や内装材などの建築要素, 
給排水や空調システムなどの設備機器, および家具に代
表される什器を指し, 建築における構造要素以外のすべ
ての要素を含む. この非構造要素は, 建物の自重や地震
力などの外力を負担しない特性を有する. 
芸予地震以降, 多くの地震で天井の落下をはじめとす

る非構造要素の被害が確認されており, 特に人的被害が
発生した在来工法の吊り天井に関しては耐震化の必要性

が指摘されてきた. この結果, 2014 年に国土交通省によ
る耐震化に関する告示が施行された. 
しかし, この告示は在来工法の吊り天井を対象として

おり, 現在より広く普及しているグリッドシステム天井
に対する具体的な基準は示されていない. 例えば, 2013
年の四川雅安地震において学校の教室やホールの天井が

落下・損傷する被害が発生し（Fig.1(a)）1), その多くがグ
リッドシステム天井であったことが報告されている. ま
た, 2016 年の熊本地震では, 多数の大規模施設において
グリッドシステム天井面積が広い空間を中心に被害が集

中した（Fig.1(b)）. 象徴的な被害として, 端部の鋼製下
地材が地震時の強い衝撃によって破壊され, 壁周囲の天
井パネルが最初に落下し, 被害が天井面の中心部まで広
がった後, 最終的には大規模な天井落下に至ったケース
が挙げられる。このような事例では, 負傷者の発生や建物
機能の喪失など, 甚大な被害が確認されている.  
以上の現状を踏まえると, グリッドシステム天井の耐

震設計に関する研究の重要性がますます高まっている. 
グリッドシステム天井は構造が複雑で, 地震時の挙動に
は高度な非線形性が伴うため, 地震時における挙動を明
らかにするための研究手法として, 静力試験と振動台試
験が主に用いられてきた. これらの試験では, グリッド
システム天井面内の内力分布を把握するために, 鋼製下
地材（Tバー）にひずみゲージを設置し, 計測されたひず
みから内力を推定する方法が一般的である 2). しかし, T
バーの断面形状が不規則であることが多く, 得られるデ
ータには精度の限界があり, 天井面内の内力分布を十分
に解明するには至っていないのが現状である . そこで, 

本研究では, グリッドシステム天井の T バーを対象とし
た一連の引張試験を実施し, ひずみゲージを用いて最適
な T バーに作用する軸力を測定する手法を提案すること
を目的とする.  
2. Tバーの軸力を測定する方法 

グリッドシステム天井の基本構成は, 3600 mmのメイ
ン Tバー, 1200 mmのクロス Tバー, および 600 mmの
サブクロス Tバーで組み立てられている（Fig. 2）. この
うち, メイン T バーとサブクロス T バーは同じ方向に平
行に配置され, クロス T バーはそれらに対して垂直方向
に配置される. メイン T バー, クロス T バー, サブクロ
ス T バーの断面の詳細については, Fig. 3 に示されてい
る. その中で, 三種類の Tバーはいずれも上部材と下部 
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Fig. 2 グリッドシステム天井の構成 

Fig. 1 グリッドシステムの被害写真 

(a) 2013四川地震 (b) 2016熊本地震（水谷先生提供） 

2024 年度日本建築学会

関東支部研究報告集

2025 年 3 月

4

 ＊1 日本大学理工学部建築学科教授・博士 (工学 )

 ＊2 日本大学名誉教授・博士 (工学 )

 ＊3 日本大学理工学部建築学科助手・修士 (工学 )

 ＊4 日本大学大学院

*Nihon Univ., Prof., Dr.Eng.＊1

*Nihon Univ., Honorary Professor., Dr.Eng.＊2

*Nihon Univ., Research Assist., M.Eng.＊3

*Nihon Univ., Graduate Student.＊4

図8 総荷重‐鉛直変位関係（EP型）

図9 PB有り(PBE-Model)の鉛直方向変形図（EP型） 図10 応力図（EP型）
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※変位は鉛直下向きを正とする　　　　　　　　
※[Step4]載荷前を初期値（鉛直変位0mm）とする

※()内の数値はσmaxを示す

※図中 〇:第1座屈点　×:第2座屈点 を示す
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　両モデルの座屈荷重時の軸力に着目すると、座屈荷重

は異なるものの、軸力は同程度の値を示した。一方、座

屈荷重時の曲げモーメントに着目すると、PB有り（PB）
はPB無し（nPB）に対して大きい値を示し、PB形成時の

曲げモーメントが支配的であることが確認された。また、

ミーゼス応力に着目すると、座屈荷重時においても降伏

応力度以下であることから、部材の塑性化は生じていな

いが、最大ミーゼス応力が生じる位置は最大曲げモーメ

ントと一致している。

３．EP形状単層ラチスシェルを対象とした数値解析

　本章では、立体架構のラチスシェルにおけるPBによる

影響を把握するため、前章で用いた座屈解析手法を用い

て、初期応力を考慮したEP形状2方向単層ラチスシェル

の座屈解析を行った。

3-1. 数値解析概要

　数値解析概要を図6に示す。解析は、材料非線形性を考

慮した弧長増分型の幾何学的非線形解析を行った。解析モ

デルは、L=10m、h/L=0.05のEP形状2方向単層ラチスシェ

ルであり、材料はアルミニウム合金A6005C-T5を想定した。

なお、応力度‐ひずみ関係は、文献[3]に示される耐力を折

れ点としたバイリニアとした。部材断面は、別途検討を行

い、PBを考慮した負担幅1 mのPBアーチ単部材が、後

述する長期設計用荷重に対する許容応力度（降伏応力度

/1.5）を満足することを条件として、100×50mmとした。

　解析手順は、初めに単純支持した梁材に対して前章の

[Step 1]を各部材で行い、PB形成後に全ての梁材交点を

トラス要素を用いてピン接合することで、EP形状を形成

する。ここで、梁材は部材厚を考慮してEP曲面に添うよ

うに配置して荷重初期不整を与えている。

　このトラス要素を用いた接合（図6a)-ⅲ））は、アーチ方

向の曲げ変形の連続性と、部材交点部の変位の適合性を

満足することを目的としている。ここで PB形成時に、あ

る方向の部材のPB後の形状に、他方向のPB後の形状を、

部材交差部のトラス部材のみで接合しているが、この方

法では PB形成時の部材軸回りの捩り変形や付加荷重の捩

り剛性の効果を無視している。これは、h/Lが0.05と小さ

いことから、捩り変形が無視できるとの判断によるもの

だが、今後詳細な検討が必要である。

　その後も前章と同様に、座屈固有値解析で得られた1次

座屈モードに対応する偏荷重型の荷重不整（0.5N）を各交

点に与え、各梁材交点のトラス要素の下側に載荷し、幾

何学的非線形解析を行った。

　荷重は建築物荷重指針・同解説[4]およびラチスシェル

屋根構造設計指針[5]に基づき、固定荷重、積雪荷重（再現

期間47年程度）、積雪荷重（再現期間475年程度）を0.6, 
1.4, 2.6 kN/mm2と設定し、雪荷重が支配的な場合を想定し

た。なお、本架構は非歩行屋根を想定しており、積載荷

重は0として検討を行った。

１．はじめに

　Pre-Bending（以下「PB」）とは、あらかじめ部材に曲げを

与えることで、容易に曲面を形成できる手法であり、可撓

性の高い素材を使用したラチスシェル、いわゆるFrei Otto
型ラチスシェルの形状形成時に用いられる。しかし、PB
後の部材には、曲げ応力や軸応力を含む初期応力やスラ

ストが発生する。近年、ラチスシェル構造においては、一

般のラチスシェルを含めると、多様な屋根形状に対する座

屈解析や、形状最適化に関する研究が幅広く行われている

が、形状形成時の初期応力が座屈耐力に及ぼす影響に関す

る詳細な検討は、著者の知る限り報告されていない。

　以上より、本報では、Frei Otto型ラチスシェル (以下「ラ

チスシェル」)を対象として、初期応力を考慮した座屈解

析手法の提案と共に、PBの構造特性と初期応力の存在が

座屈性状や座屈耐力に与える影響の把握を目的として、

実験的検討および数値析的検討を行った。

２．PBアーチを対象とした実験および数値解析

　本章では、初期応力を考慮した座屈解析手法の妥当性

の検証を目的として、PBを与えたアーチ単部材の小規模

試験体を対象とした実験および数値解析を行った。

2-1. 実験概要

　実験概要を図1に示す。試験体は、A6063S-T5のアルミ

ニウム合金FB（30×3mm）を使用し、部材に初期曲げを与

えることで、目標形状のライズ・スパン比（以下「h/L」）
0.10、スパンL=900mmの扁平アーチを形成した。なお、

目標形状は長柱の座屈前後の形状（エラスチカの形状）[1]

に基づき、部材長ℓ=923.8mmとした。境界条件は、試験

体端部に蝶番を取り付け、ピン支持を模擬した。また、

ばらつきを考慮するため、試験体数は5体（No.1～5）とし

た。載荷は、トーナメントを用いた5点集中載荷とし、架

構の反転が生じるまで行った。荷重、鉛直変位はそれぞれ、

ロードセル、巻込式変位計で測定した。また、実験と数

値解析のPB形状形成後の形状比較を行うため、2D写真測

定ソフトで試験体の座標20点の測定を行った。

2-2. 数値解析概要

　数値解析概要を図2に示す。解析は、汎用解析プログラ

ムADINA（Ver.9.10）を使用し、材料非線形性を考慮した

弧長増分型の幾何学的非線形解析を行った。解析モデル

は実験と同様の規模・材料とし、弾塑性材料における応

力度‐ひずみ関係は、文献[2]の0.2％オフセット耐力から

算出したバイリニアとした。

　解析は以下の手順で行った。

[Step 1]単純支持した平らな梁材の中央に荷重初期不整を

与え、片側に材軸方向の強制変位P1を加え、PBアーチを

形成する。

[Step 2]PB形成後に強制変位P1を水平荷重P1’に変換し、

ローラー支持点に回転のみを許容したばね要素を挿入し

てピン支持を模擬する。

[Step 3]水平荷重P1’を除荷し、自重を付加したモデルに

対して座屈固有値解析を行う。

[Step 4]得られた1次座屈モードに対応する偏荷重型の

荷重不整を与え、弧長増分型の幾何学的非線形解析を行

う。なお、荷重不整の大きさは、別途検討を行い、分岐

型の座屈モードが生じる範囲で、できるだけ小さい値

（0.001N/mm）になるように設定した。

　また、比較のために、PB形状を持ち、初期応力が存在

しない「PB無しモデル」についても解析を行った。以降、

PB有り、PB無しを【PB】,【nPB】、材料特性については、

荷重不整無しの完全弾性（PBのみ）、荷重不整有りの弾

性、弾塑性を添字【E’, E, P】とし、各検討パラメータ名称

を【】内の組み合わせで表記する。

2-3. 実験および数値解析結果

　PBアーチの形状比較を図3、[Step 4]で得られた総荷重

－鉛直変位関係を図4に示す。ここで、変位は鉛直下向き

を正とする。また、[Step 4]の載荷前後の弾性解析におけ

る軸力・曲げモーメント、弾塑性解析におけるミーゼス

応力を図5 に示す。

　はじめに、形状比較を行う。図3より、PB形成時の形

状は円弧より放物線に近くなる性状が得られ、さらに、実

験結果と解析結果は概ね一致した。また、図3および図4
より、座屈形状はある荷重において架構の半分が鉛直上

向き、もう半分が鉛直下向きに急激に変形が進行する分岐

性状が得られた。一般に等分布荷重が加わるアーチにおい

て、h/Lが0.1近傍の場合には、非対称形状のモードとなる

分岐座屈が生じることが知られている。これはアーチ形状

が円弧、放物線、カテナリーにかかわらず生じる現象であ

り、初期応力が加わる本検討でも同様の性状が得られた。

　また、図4より実験値と解析値を比較すると、全ての試

験体で得られた座屈荷重が、PB-Modelの解析値を上回っ

ており、本解析手法は安全側の評価を示している。加えて、

解析では不整無し完全弾性（PBE’-Model）から不整有

り弾性（PBE-Model）への分岐性状が得られ、実験と同様

の非対称座屈が評価できている。

　数値解析におけるPBの有無および材料特性による比較

を行う。図4より、載荷初期段階における剛性は、全ての

測定点で同等の値を示し、座屈荷重は、PB有り（PB）は

PB無し（nPB）に比べて約0.8倍に低下することが確認さ

れた。一方、荷重値は異なるものの、座屈荷重時の変位

量は同程度であることから、この座屈荷重の低下は初期

応力の存在に起因していると考えられる。また、座屈荷

重に至るまでPBEとPBP-Model、nPBEとnPBP-Modelは、そ

れぞれ同様の変形性状を示したことから、本検討での座

屈は弾性座屈であることが示唆された。

8において変位は鉛直下向きを正とし、完全弾性から分岐性

状が生じた図中に示す〇を第1座屈点、最大耐力時を×の

第2座屈点と定義する。載荷初期では、全ての測定点で鉛直

下向きの変位が確認され、PB-Modelは15.8kN、nPB-Modelは
22.9kNにおいて第1座屈点に到達した。その後、測定点1, 3, 
5では鉛直上向き、測定点2, 4では鉛直下向きに急激な変形

が生じた。これは、前章の PBアーチの検討における変形性

状が、外周部の部材で生じたためと考えられる。

　第1座屈以降、耐力は上昇する性状を示した。これは、

第1座屈点では、局所的な座屈の発生が認められ、部材交

点が直交する部材と接合されていることで面内方向変位が

抑制され、架構としての耐力が保たれたためと考えられる。

　その後、PB-Modelは26.5kN、nPB-Modelは33.8kNで最大

耐力である第2座屈点に到達し、中央部材を除くすべての

部材が座屈することで、図7で示した1次座屈モードの変

形性状が表れた。その後は荷重の低下に伴い、測定点4側
がより下に凸の形状となる性状が表れ、架構の対角線上で

非対称座屈の性状を示した。また、PB , nPB-Modelは同様

の変形性状を示し、PBE’とPBE-Model、nPBE’とnPBE-Model
を比較すると、共に分岐性状が生じている。

　ここで、応力の比較を行う。PBとnPB-Modelの軸力N、

曲げモーメントM、ミーゼス応力σを図10に示す。なお、

軸力、曲げモーメントは圧縮側を負とし、図中の ()内の

3-2. 数値解析結果

　座屈固有値解析による1次座屈モードの結果を図7に示

す。図7より、架構の対角で半分が下に凸、もう半分が上

に凸となる性状が得られ、変形位置は異なるものの、PB
の有無に関わらず同様の座屈モードとなった。この座屈

モードは、前章のPBアーチの座屈モードが各部材で生じ、

架構全体の座屈モードとして表れたと考えられる。

　続いて、図6 a）-ⅳ）に示す5点の測定点の総荷重－鉛直変

位関係を図8、PB-Modelの変形性状を図9に示す。なお、図

数値はMminの位置でのミーゼス応力σmaxを示す。

　軸力に着目すると、第1座屈点、第2座屈点はPBとnPB
-Modelは同程度の値を示した。また、第2座屈点では大半

の部材の軸力が、第1座屈点で座屈が生じた外周部の軸力

値以上となっている。一方、曲げモーメントはPB-Model
が最も大きく、架構中央部で最大値を示していることから、

PB形成時の初期応力が支配的であることが確認された。

　以上より、PBを付加することで架構内部の応力は増加

するものの、部材が降伏度以下であれば、PBは座屈耐力

の低下のみに影響を及ぼすことが示唆された。

４．まとめ

　本報では、初期応力を考慮した座屈解析手法を提案し、

PBの構造特性および初期応力が座屈耐力に与える影響

の把握を目的として、実験的検討および数値解析的検討を

行った。今後は、ラチスシェルの形状形成時における部材

の捩り変形を考慮したPB解析手法を確立すると共に、h/L
の違いによる座屈性状の違いを検討する予定である。
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5より、載荷前に着目すると、PBにより初期応力が加わ

ることで、PB-Modelの方が軸力、曲げモーメント共に大

きくなることを確認した。また、PB-Modelのミーゼス応

力は降伏応力度である177.7N/mm2 以下であることから、

PB形成時に部材の塑性化は生じていない。
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材の 2 つのパーツで構成されている. 下部材のプレート
（下パーツ）は, 端部を折り曲げて上部材のプレート（上
パーツ）下端に当てがい, 隙間を塞ぐ構造となっている. 
両パーツ間の力は主に摩擦力や接触力によって伝達され

る. このため, T バー全体が平面性を保持するという仮定
が成立するかどうかは, 依然として明確ではない. 既往研
究では, グリッドシステム天井の静的および動的実験に
おいて, Tバーにかかる軸力を測定するために, Tバー上部
材の中央部にひずみゲージを 1枚だけ設置していた. しか
し, 上述の理由から, 1 枚のひずみゲージだけで T バーの
軸力を正確に測定できるかどうかについては, まだ疑問
が残っている. そこで, 本報は二つのひずみゲージの設置
方法を提案した. 
1) Tバーの上パーツ中央部の図心部位に 1枚だけひずみ
ゲージを設置して, 以下の式を用いて Tバーにかかる
軸力を計算する. 

𝐹𝐹 = 𝐸𝐸𝜀𝜀eu𝐴𝐴u               (1) 
2) Tバーの上パーツおよび下パーツの中央部の図心部位
にそれぞれ 1枚ひずみゲージを設置して, 二箇所のひ
ずみを用いて以下の式によって T バーにかかる軸力
を計算する. 

𝐹𝐹 = 𝐸𝐸𝜀𝜀eu𝐴𝐴u + 𝜀𝜀ed𝐴𝐴d               (2) 
F: Tバーにかかる軸力 
E: Tバーのヤング係数（205000 N/mm2） 
𝜀𝜀eu: Tバー上パーツ中央部図心におけるひずみ 
𝜀𝜀ed: Tバー下パーツ中央部図心におけるひずみ 
𝐴𝐴u: Tバー上パーツの断面積 
𝐴𝐴d: Tバー下パーツの断面積 
以上の二つの設置方法による計算結果を比較し , 最適な
ひずみゲージの設置方法を決定する. このようにして, 各
T バーの上部パーツ断面における図心を実験によって取
得する必要がある（下部パーツは対称形状を持っているた

め, 図心がプレートの中心であることは確定できる）. 第
3 節では, T バー上部パーツの図心を取得するための引張
試験について説明する. 
3. 引張実験 

3.1 試験体概要 

Tバーの上パーツの図心を取得するために, 以下の 2種
類の試験体を作成し, 引張試験を実施する. 
試験体 A: Tバー上パーツの下部と下パーツは載荷部位と
して, 軸方向の長さは 350 mm, そのほかの部分は 300 mm
とする. 

試験体 B: Tバー上パーツの頭部（上フランジ）を載荷部
位として, 上パーツのほかの部位および下パーツより長
くする. 上フランジの軸方向の長さは 350 mm, そのほか
の部分は 300 mmとする. 

 

 

Fig. 4 メイン Tバーを対象とする引張試験 

(a) 引張試験A (b) 引張試験 B (c) A-A′断面 

(a) 引張試験A (b) 引張試験 B 

Fig. 5 クロス Tバーを対象とする引張試験 

Fig. 6 サブクロス Tバーを対象とする引張試験 

(a) 引張試験A (b) 引張試験 B 

(c) A-A′断面 

(c) A-A′断面 
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3.2 載荷方法   
 本実験は万能試験機を用いて, メイン Tバー, クロス T
バーとサブクロス T バーの試験体 A, 試験体 B を対象と
した引張試験を実施した . 試験体 A については , 
Fig.4~6(a)に示すように, 下フランジおよび上パーツの下
部の両端が万能試験機のつかみ具に固定され, 荷重かか
っている（引張試験 A）. 一方で,試験体 Bでは, Fig.4~6(b)
に示すように, 上フランジの両端が万能試験機に繋がっ
て, 載荷されている（引張試験 B）. 載荷荷重は, 試験体の
軸方向に沿って弾性変形範囲内で 0 kNから 1.0 kNまで
かける. 
3.3 計測概要 

計測配置について, 試験体にかかる荷重は万能試験機
に内蔵されているロードセルで計測している. 各種類の T
バーの上パーツにおける図心の位置を明らかにするため

に, Fig.4~6(c)に示すように, Tバー試験体の中央部の上パ
ーツ断面に複数のひずみゲージを設置し, 断面内のひず
み分布を把握している. 
3.4 実験結果 

Fig.7 はメイン T バーを対象とした引張実験 A と B か
ら得られた, 断面内の三つの時点におけるひずみ分布を

示している. Fig.7(a), (b), (c)は載荷荷重𝐹𝐹𝑚𝑚 = 1.0, 0.8, 
0.6 kN 場合における T バー断面内のひずみ分布を示し
ており（青色線は引張試験 A, ピンク色線は引張試験 B
の結果を表している）. これらのグラフによって, 以下
のことが分かった. 
• 引張試験 Aの場合, Tバー上パーツの下部と下パーツ
が同時に引張力を受け, 上パーツ断面のひずみ（ℇm2－

ℇm7）はほぼ直線状分布になっており, 下パーツのひずみ
ℇm1はその直線状分布に乗っていない.  
 さらに, Fig.8と Fig.9はクロス Tバーとサブクロス T
バーが試験体とした場合の引張実験結果を示しており, 
同様の特性が現れた. この特性から, T バーの上部パー
ツ面内では平面保持仮定が成り立つ一方で, T バー全体
的には平面保持仮定が成り立たないことを確認した. 
4. Tバーにかかる軸力の計算 

 本節は 3.4 節で得られたひずみ分布の実験結果を踏ま
えて, T バー上パーツ図心の位置および各パーツの断面
積を明らかにし, 2 節で提案した T バーにかかる軸力を
導く方法を検証する. 
 Tバー上パーツの図心におけるひずみはＴバー断面の  
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Fig. 7 メイン Tバーの図心位置 
(a) Fm = 1.0 kN (b) Fm = 0.8 kN (c) Fm = 0.6 kN 

Fig. 8 クロス Tバーの図心位置 

(a) Fc = 1.0 kN (b) Fc = 0.8 kN (c) Fc = 0.6 kN 

Fig. 9 サブクロス Tバーの図心位置 

(a) Fs = 1.0 kN (b) Fs = 0.8 kN (c) Fs = 0.6 kN 
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材の 2 つのパーツで構成されている. 下部材のプレート
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パーツ）下端に当てがい, 隙間を塞ぐ構造となっている. 
両パーツ間の力は主に摩擦力や接触力によって伝達され

る. このため, T バー全体が平面性を保持するという仮定
が成立するかどうかは, 依然として明確ではない. 既往研
究では, グリッドシステム天井の静的および動的実験に
おいて, Tバーにかかる軸力を測定するために, Tバー上部
材の中央部にひずみゲージを 1枚だけ設置していた. しか
し, 上述の理由から, 1 枚のひずみゲージだけで T バーの
軸力を正確に測定できるかどうかについては, まだ疑問
が残っている. そこで, 本報は二つのひずみゲージの設置
方法を提案した. 
1) Tバーの上パーツ中央部の図心部位に 1枚だけひずみ
ゲージを設置して, 以下の式を用いて Tバーにかかる
軸力を計算する. 

𝐹𝐹 = 𝐸𝐸𝜀𝜀eu𝐴𝐴u               (1) 
2) Tバーの上パーツおよび下パーツの中央部の図心部位
にそれぞれ 1枚ひずみゲージを設置して, 二箇所のひ
ずみを用いて以下の式によって T バーにかかる軸力
を計算する. 

𝐹𝐹 = 𝐸𝐸𝜀𝜀eu𝐴𝐴u + 𝜀𝜀ed𝐴𝐴d               (2) 
F: Tバーにかかる軸力 
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𝜀𝜀ed: Tバー下パーツ中央部図心におけるひずみ 
𝐴𝐴u: Tバー上パーツの断面積 
𝐴𝐴d: Tバー下パーツの断面積 
以上の二つの設置方法による計算結果を比較し , 最適な
ひずみゲージの設置方法を決定する. このようにして, 各
T バーの上部パーツ断面における図心を実験によって取
得する必要がある（下部パーツは対称形状を持っているた

め, 図心がプレートの中心であることは確定できる）. 第
3 節では, T バー上部パーツの図心を取得するための引張
試験について説明する. 
3. 引張実験 

3.1 試験体概要 

Tバーの上パーツの図心を取得するために, 以下の 2種
類の試験体を作成し, 引張試験を実施する. 
試験体 A: Tバー上パーツの下部と下パーツは載荷部位と
して, 軸方向の長さは 350 mm, そのほかの部分は 300 mm
とする. 

試験体 B: Tバー上パーツの頭部（上フランジ）を載荷部
位として, 上パーツのほかの部位および下パーツより長
くする. 上フランジの軸方向の長さは 350 mm, そのほか
の部分は 300 mmとする. 

 

 

Fig. 4 メイン Tバーを対象とする引張試験 

(a) 引張試験A (b) 引張試験 B (c) A-A′断面 

(a) 引張試験A (b) 引張試験 B 

Fig. 5 クロス Tバーを対象とする引張試験 

Fig. 6 サブクロス Tバーを対象とする引張試験 
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Z 軸まわりの曲げモーメントの影響を受けなくて, Ｔバ                                  

にかかる軸方向の力しか影響されない. そのために, 引
張実験 A, Bにかかわらず, Ｔバーが軸方向で同じ荷重を
受けた場合, 上パーツ図心のひずみも同じになるはずで
ある. いわゆる, Fig.7－9 では, 引張実験 A と B のひず
み分布の交差点がＴバー上パーツ図心の位置になる. こ
のように, メインＴバー, クロスＴバーおよびサブクロ
スＴバーの図心位置𝑥𝑥eはそれぞれ 16 mm, 8 mm, および
4 mmである. さらに, F = 1.0 kN, 0.8 kN, 0.6 kN三つの
場合の上パーツ図心のひずみℇeu, 下パーツ図心のひずみ
ℇed, およびＴバーにかかる荷重 F が分かるため, それら
の結果を式(2)に代入し, Ｔバー上パーツおよび下パーツ
の断面積𝐴𝐴u, 𝐴𝐴dを導く. このように, メインＴバー, クロ
スＴバー, およびサブクロスＴバーの図心位置と断面積
は下記の通りである. 

Table 1 
 メインＴバー クロス Tバー サブクロス Tバー 
𝑥𝑥e 16 mm 8 mm 4 mm 
𝐴𝐴u 32 mm2 27 mm2 23 mm2 
𝐴𝐴d 8 mm2 8 mm2 8 mm2 

 
 Fig.10は提案 1（式 1）と提案 2（式 2）で導く軸力の比
較図である. 横軸は万能試験機で内蔵されるロードセル
で測った軸力 F であり, 縦軸は推定式で導く軸力𝐹̂𝐹であ
る. Fig.10によって, 提案 1は上パーツ図心のひずみℇeuだ
けを考えて T バーの軸力を計算するために, 誤差は 10%
以上越えている. 一方で, 提案 2は上パーツと下パーツの
図心ひずみℇeu, ℇedを配慮して軸力を導くために, 誤差は
5%以下収まっている. 
5. まとめ 

 本報はグリッドシステム天井の鋼製下地材 T バーを対
象とした一連の引張実験を実施し, 以下の知見を得た. 
• T バー上パーツ面内は平面保持仮定に従われる一方で, 
下パーツを含む Tバー全体は平面保持仮定に従わない. 
• Ｔバーの上パーツ, 下パーツ両方の図心ひずみで導く
軸力のほうが精度高い. 
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Fig. 10 提案 1と提案 2の比較 

(a) メイン Tバー 

(b) クロス Tバー 

(c) サブクロス Tバー 
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